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平成１７年３月期   個別財務諸表の概要              平成17年 5月 20日 

上場会社名  前田建設工業株式会社                            上 場 取 引 所          東証第一部 

コード番号  １８２４                        本社所在都道府県  東 京 都 

（ＵＲＬ http://www.maeda.co.jp/） 

代 表 者 代表取締役社長 前 田 靖  治 

問合せ責任者 執行役員財務部長 福 田 幸二郎             ＴＥＬ（03）5276－5114 

決算取締役会開催日 平成17年 5月 20日 

配当支払開始予定日 平成17年 6月 30日 

単元株制度採用の有無 有（1単元1,000株） 

                                      （注）百万円未満切捨表示 

１． 17年 3月期の業績（平成16年 4月 1日～平成17年 3月 31日） 

（１）経営成績 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

     百万円      ％     百万円     ％     百万円      ％ 

17年 3月期 ４１８，１９３（ △３．４） ７，５８１（ ４２．５） ７，９９２（ ４３．７）

16年 3月期 ４３２，７８３（  ４．８） ５，３２０（    －） ５，５６３（    －）

 

１株当たり 潜在株式調整後１株 株 主 資 本       総 資 本      売 上 高 

 
当 期 純 利 益 

当期純利益 当たり当期純利益         当期純利益率 経常利益率 経常利益率

     百万円    ％   円  銭    円  銭      ％      ％      ％

17年 3月期    ８７６（△６５．０）  4.49           －   ０．６ １．５   １．９  

16年 3月期 ２，５０３（    －）  13.12        －   １．７ １．０   １．３

 （注）①期中平均株式数 17年 3月期 185,155,108株    16年 3月期 185,167,658株 

    ②会計処理の方法の変更 有 

    ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

（２）配当状況 

１株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額 

（年 間） 
配 当性向      

株 主資本      

配 当 率      

   円  銭  円 銭  円  銭     百万円      ％      ％ 

17年 3月期  ９．００    －  ９．００   １，６６６ １９０．２     １．１ 

16年 3月期  ９．００    －  ９．００   １，６６６   ６６．６    １．１ 

（３）財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本

      百万円      百万円        ％     円  銭 

17年 3月期  ５３７，３８３  １５３，６２０     ２８．６    ８２９．４８ 

16年 3月期  ５３９，５６０  １５３，０６３     ２８．４   ８２６．６３ 

 （注）①期末発行済株式数 17年 3月期 185,146,053株  16年 3月期 185,164,311株   

    ②期末自己株式数  17年 3月期    67,549株  16年 3月期      49,291株   

２．18年 3月期の業績予想（平成17年 4月 1日～平成18年 3月 31日） 

１株当たり年間配当金  
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

中 間 期 末  

     百万円    百万円    百万円 円  銭 円  銭 円  銭 

中 間 期 １３８，０００ △４，８００ △３，０００      －     

通   期 ４１２，０００  ９，０００  ４，５００    ９．００ ９．００

 （参考）１株当たり予想当期純利益（通期）24円 31銭 

  ※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本

資料発表日現在における仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果とな

る可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等につきましては、

添付資料の6ページを参照してください。 

中間配当制度の有無  無 

定時株主総会開催日 平成17年 6月 29日 

 



                                           前田建設（個別） 
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個別財務諸表等 

比較貸借対照表 

                                          （単位：百万円） 

   当  期 

（ 平成17年 3月 31日現在 ） 

   前  期 

（ 平成16年 3月 31日現在 ） 
増  減 

        期 別 

 

科 目   金   額   ％   金   額   ％ 金  額 

 【資 産 の 部】 【５３７，３８３】 【100.0】 【５３９，５６０】 【100.0】 【  △２，１７７】 

［流 動 資 産］ ［３８７，６７６］ ［ 72.1］ ［３９２，８５７］ ［ 72.8］ ［  △５，１８１］ 

 現 金 預 金             ５１，５０４    ３０，０１５     ２１，４８８ 

 受 取 手 形             １９，２５０    ３０，８５２    △１１，６０２ 

 完成工事未収入金             ７７，２３３    ７０，３６３      ６，８７０ 

 有 価 証 券                 ７９        ４４         ３５ 

 販 売 用 不 動 産              ７，１９４     ６，２１９        ９７５ 

 未 成 工 事 支 出 金            １９３，９４１   ２１５，４８８    △２１，５４７ 

 短 期 貸 付 金              １，６６４     ２，０２１       △３５７ 

 繰 延 税 金 資 産              ８，８２９    １３，２４６     △４，４１７ 

 工 事 関 係 立 替 金             １８，０６８    １９，０６３       △９９４ 

 そ の 他   １０，８０８    １１，３４０       △５３１ 

   貸 倒 引 当 金             △８９９    △５，７９８     ４，８９９ 

［固 定 資 産］ ［１４９，７０７］ ［ 27.9］ ［１４６，７０３］ ［ 27.2］ ［   ３，００４］ 

（有形固定資産）           （ ５８，４１４） （ 10.9） （ ６６，００３） （ 12.2） （  △７，５８９） 

 建 物 ・ 構 築 物             ２２，５３８    ２５，１８３     △２，６４５ 

 機 械 ・ 運 搬 具              ３，８０４     ４，１０８       △３０３ 

 工 具 ・ 器 具 備 品                ９６８     １，０９７       △１２８ 

 土 地             ３０，９５３    ３５，５２３     △４，５７０ 

 建 設 仮 勘 定                １４９        ９１         ５８ 

（無形固定資産）           （  ５，２７１） （  1.0） （  ２，９７０） （  0.6） （   ２，３００） 

 ソ フ ト ウ ェ ア                ６８８       ６７２         １６ 

 そ の 他    ４，５８２     ２，２９８      ２，２８４ 

（投資その他の資産） （ ８６，０２２） （ 16.0） （ ７７，７２８） （ 14.4） （   ８，２９３） 

 投 資 有 価 証 券             ７０，５９７    ６６，３４８      ４，２４９ 

 長 期 貸 付 金                ８７０     １，００８       △１３８ 

 破産債権、更生債権等             １７，４２２     ７，９９８      ９，４２４ 

 長 期 前 払 費 用                １１９       １５３        △３４ 

 繰 延 税 金 資 産              ３，８３８     ２，８７２        ９６５ 

 そ の 他    ６，９３９     ８，２０１     △１，２６１ 

   貸 倒 引 当 金          △１３，７６６    △８，８５４     △４，９１２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 資  産  合  計  ５３７，３８３  100.0  ５３９，５６０  100.0    △２，１７７ 
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 ２７

                                                （単位：百万円） 

   当  期 

（ 平成17年 3月 31日現在 ） 

   前  期 

（ 平成16年 3月 31日現在 ） 
増  減 

        期 別 

 

科 目   金   額   ％   金   額   ％ 金  額 

 【負 債 の 部】 【３８３，７６３】 【 71.4】 【３８６，４９７】 【 71.6】 【  △２，７３４】 
［流 動 負 債］ ［３０６，０８２］ ［ 57.0］ ［３１３，２８４］ ［ 58.1］ ［  △７，２０１］ 

 工 事 未 払 金             ６８，２５３    ６８，０５５        １９８ 

 短 期 借 入 金             ２８，３２２    ２９，７８５     △１，４６３ 

 未 払 金    ３，７６８     ３，９０１       △１３２ 

 未 払 法 人 税 等              ２，７０２       ８０８      １，８９４ 

 未 成 工 事 受 入 金            １７６，３７４   １８４，２３２     △７，８５８ 

 預 り 金             １７，０７９    １４，１９４      ２，８８４ 

 修 繕 引 当 金                ６８２       ９５３       △２７１ 

 賞 与 引 当 金   ２，２６２    ２，２８０       △１８ 

 完成工事補償引当金               ３３４      ３４６       △１１ 

 従 業 員 預 り 金              ５，４９２     ５，５６６        △７３ 

 そ の 他      ８１０     ３，１５９     △２，３４９ 

［固 定 負 債］ ［ ７７，６８０］ ［ 14.5］ ［ ７３，２１３］ ［ 13.6］ ［   ４，４６７］ 

 社        債   ４９，０００    ３４，０００     １５，０００ 

 長 期 借 入 金              １，０００     ８，０００  △７，０００ 

 退 職 給 付 引 当 金             ２４，５７０    ２８，０３４     △３，４６４ 

 役員退職慰労引当金                ３８７       ３８５          ２ 

 そ の 他    ２，７２２     ２，７９３        △７１ 

 【資 本 の 部】 【１５３，６２０】 【 28.6】 【１５３，０６３】 【 28.4】 【     ５５７】 

［ 資 本 金      ］ ［ ２３，４５４］ ［  4.4］ ［ ２３，４５４］ ［  4.3］ ［       －］ 

［資 本 剰 余 金］ ［ ３１，５７９］ ［  5.9］ ［ ３１，５７９］ ［  5.9］ ［       －］ 

（ 資本準備金）          （ ３１，５７９） （ 5.9） （ ３１，５７９） （ 5.9） （       －） 

［利 益 剰 余 金］ ［ ８２，２０８］ ［ 15.3］ ［ ８３，０７３］ ［ 15.4］ ［    △８６５］ 

（利益準備金）          （  ４，５５２） （ 0.8） （  ４，５５２） （ 0.8） （       －） 

（ 任意積立金）          （ ７４，７００） （ 13.9） （ ７４，０３４） （ 13.7） （     ６６５） 

固定資産圧縮積立金                  －         ３４         △３４ 

 別 途 積 立 金             ７４，７００     ７４，０００         ７００ 

（当期未処分利益） （  ２，９５５） （ 0.6） （  ４，４８６） （ 0.8） （  △１，５３０） 
［その他有価証券評価差額金］ ［ １６，４０３］ ［  3.1］ ［ １４，９７２］ ［  2.8］ ［   １，４３１］ 

［ 自 己 株 式 ］ ［    △２６］ ［△0.0］ ［    △１７］ ［△0.0］ ［      △８］ 
      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      
      

      

      

 負 債・資 本 合 計  ５３７，３８３  100.0  ５３９，５６０  100.0    △２，１７７ 
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比較損益計算書 

                                                 （単位：百万円） 

当  期 前  期 

(自 平成16年 4月 1 日 

 至 平成17年 3月 31日)

(自 平成15年 4月 1 日 

 至 平成16年 3月 31日) 

     増  減 
            期 別 

 

科 目 
  金  額  ％   金   額  ％   金  額  ％ 

営 業 損 益                   

 完 成 工 事 高            ４１８，１９３ 100.0 ４３２，７８３ 100.0  △１４，５９０  △3.4

 完 成 工 事 原 価            ３８８，６９４  92.9 ４０３，３４３  93.2  △１４，６４９  △3.6

   完 成 工 事 総 利 益             ２９，４９８   7.1  ２９，４３９   6.8       ５９ 0.2

 販売費及び一般管理費             ２１，９１６   5.2  ２４，１１９   5.6   △２，２０２  △9.1

   営 業 利 益              ７，５８１  1.8   ５，３２０  1.2    ２，２６１   42.5

 営 業 外 収 益              ２，４２４   0.6   ２，１５９   0.5      ２６５  12.3

  受 取 利 息 配 当 金                １，５３１    １，４４０        ９０  

  そ の 他     ８９３      ７１９       １７４  

 営 業 外 費 用              ２，０１４   0.5   １，９１６   0.4       ９７ 5.1

  支 払 利 息                １，１６５     １，０５３       １１２  

  そ の 他     ８４８      ８６２       △１４  

   経 常 利 益              ７，９９２  1.9   ５，５６３  1.3    ２，４２９   43.7

 特 別 利 益              ５，３６５   1.3   ２，５９８   0.6    ２，７６６ 106.5

  固 定 資 産 売 却 益      ５１        ５        ４６  

  投資有価証券評価損戻入額       ０    １，９４７    △１，９４７  

  投 資 有 価 証 券 売 却 益                 ７７０      １５７       ６１２  

  厚生年金基金代行部分返上益    ４，５４３        －     ４，５４３  

厚生年金基金代行部分返上損失戻入額       －      ４８８      △４８８  

 特 別 損 失              ７，８５７   1.9   ３，１６０   0.7    ４，６９６ 148.6

  投 資 有 価 証 券 評 価 損                  ９７      ２０９      △１１１  

  減 損 損 失   ６，４９２        －     ６，４９２  

  早 期 転 職 支 援 加 算 金   －    ２，００８    △２，００８  

  ゴルフ会員権評価損等   －      ３２０      △３２０  

  そ の 他 １，２６７      ６２２       ６４５  

   税 引 前 当 期 純 利 益   ５，５００  1.3   ５，０００  1.2      ４９９   10.0

   法人税、 住民税及び事業税   ２，１５５  0.5     ７９７  0.2    １，３５８  170.4

   法 人 税 等 調 整 額              ２，４６９ 0.6   １，７００ 0.4       ７６９   45.2

   当 期 純 利 益     ８７６  0.2   ２，５０３  0.6   △１，６２７ △65.0

   前 期 繰 越 利 益              ２，０７９    １，９８２        ９７  

   当 期 未 処 分 利 益   ２，９５５    ４，４８６    △１，５３０  
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比較利益処分案 

                                                （単位：百万円） 

当  期 前  期            期 別 

 

 科 目 
(自 平成16年 4月 1 日 

至 平成17年 3月 31日) 

(自 平成15年 4月 1 日 

至 平成16年 3月 31日) 

増  減 

 当期未処分利益      ２，９５５      ４，４８６    △１，５３０ 

 任意積立金取崩額             

  固定資産圧縮積立金取崩額          －         ３４       △３４ 

合   計      ２，９５５      ４，５２１    △１，５６５ 

 利 益 処 分 額                                          

  株 主 配 当 金                  １，６６６      １，６６６        △０ 

  取 締 役 賞 与 金         ４５         ７５       △３０ 

  任 意 積 立 金                                             

   別 途 積 立 金                     －        ７００      △７００ 

       計      １，７１１      ２，４４１      △７３０ 

 次 期 繰 越 利 益               １，２４４      ２，０７９      △８３５ 

（注）配当金は、１株につき当期９円、前期９円 



                                           前田建設（個別） 

 ３０

重要な会計方針 

１． 有価証券の評価基準及び評価方法は、満期保有目的の債券については償却原価法（定額法）、子会社株式及び関

連会社株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては決算日の市場

価格等に基づく時価法（評価差額は部分資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）、時価の

ないものについては移動平均法による原価法によっている。 

２． 未成工事支出金の評価基準及び評価方法は、個別法による原価法により、また、販売用不動産の評価方法は、個

別法による低価法によっている。 

３．有形固定資産の減価償却の方法は､定率法によっている。但し、平成10年 4月 1日以降取得した建物（建物附属

設備を除く）については、定額法によっている。なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっている。 

４．ソフトウェアの減価償却の方法は､社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法によっており、その他無形

固定資産については、定額法によっている。 

５．社債発行費は、支出時に全額費用として処理している。 

６．貸倒引当金は、債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を引当て計上している。 

７．修繕引当金は、重機械類の大修繕に備えて当期までに負担すべき修繕見積額を引当て計上している。 

８． 賞与引当金は、従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち、当期負担額を引当て計上

している。 

９． 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当期において発生していると認められる額を引当て計上している。 

過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額法により

按分した額を、費用の減額処理している。 

数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額法

により按分した額を、それぞれ発生の翌期から費用処理することとしている。 

（追加情報） 

当社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成17年３月１日に厚生労働大

臣から過去分返上の認可を受けた。当期における損益に与えている影響額は４，５４３百万円であり特別利益に

計上している。 

10．役員退職慰労引当金は、取締役、監査役及び執行役員の退職慰労金の支給に備えて、内規に基づく当期末要支給

額の全額を引当て計上している。 

11．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

12．ヘッジ会計の方法は、繰延ヘッジ処理によっている。なお、金利スワップの特例処理の要件を満たすものについ

ては、特例処理によっている。 

13．完成工事高の計上は、長期大型工事（工期が２年以上、かつ請負金額50億円以上）については工事進行基準を適

用し、その他の工事については、工事完成基準を適用している。 

14．消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。 

 

会計方針の変更 

固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成15

年 10月 31日）が平成16年３月31日に終了する事業年度に係る財務諸表から適用できることとなったことに伴

い、当期から同会計基準及び同適用指針を適用している。これにより、税引前当期利益は ６，４９２百万円減少

している。 

  なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等規則に基づき各資産の金額から直接控除している。 

 

表示方法の変更 

ゴルフ会員権評価損等は、特別損失の100分の10以下となったため、当期からその他特別損失に含めて表示する

ことに変更した。なお、当期はその他特別損失に５百万円含まれている。 
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注 記 事 項 

（貸借対照表関係） 

                         当  期        前  期 

１．有形固定資産の減価償却累計額       ５１，６００百万円    ５２，０３８百万円 

２．保証債務額 

   借入金に対する保証債務          ４，２４５百万円   １１，９７２百万円 

     マンション売買契約手付金の返済保証債務  ４，８１０百万円    ３，５４０百万円 

   工事に対する入札・履行保証債務      １，０５４百万円      ６６９百万円 

・ 従業員の住宅取得資金借入についての金融機関への保証債務（692百万円）に関しては、住宅資金貸付保険が 

 付保されており、将来において実損が発生する可能性がないため、保証債務額から除外している。 

３．受取手形裏書譲渡高            １３，１５１百万円    ８，０９５百万円 

４．商法施行規則第124条第3号の規定により利益の配当に充当することが制限されている純資産額 

                       １６，１４８百万円   １４，７１６百万円 

 

 

（損益計算書関係） 

                         当  期        前  期 

１．工事進行基準による完成工事高       ３８，０７６百万円   ２３，２６２百万円            

２．減損損失   自社利用の事業用資産については支店単位で、賃貸事業用資産、ゴルフ場、処分予定資産につい

ては、個別物件毎にグルーピングしている。 

         近年の著しい地価の下落とゴルフ事業等の収益性の悪化により、下記の資産の帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（6,492百万円）として特別損失に計上している。 

  

 地 域  

 

    主 な 用 途 

 

   種  類 

 

 減 損 損 失 

首都圏 

 

賃貸事業用資産等 計9件 土地、建物及び構築物  3,257百万円 

その他 

 

ゴルフ場、賃貸事業用資産等6件 

計 7件 

土地、建物及び構築物等  3,235百万円 

         ※地域ごとの減損損失の内訳 

          ・首都圏 3,257（内、土地2,277、建物・構築物979）百万円 

          ・その他 3,235（内、土地2,542、建物・構築物等692）百万円 

         なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価額と使用価値のいずれか高い価額としている。 

         正味売却価額は、不動産鑑定士による不動産鑑定評価額、路線価等に基づき算定し、使用価値は、 

         将来キャッシュ・フローを3.7％で割り引いて算定している。 

 

 

リース取引関係 

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略している。 
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有価証券関係 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

当期（平成１７年３月３１日現在）                        （単位：百万円） 

 貸借対照表計上額 時   価 差   額 

(1)子会社株式       ７７５     ２，２３２     １，４５７ 

(2)関連会社株式    １２，６４９    ２５，９１３    １３，２６３ 

    合    計     １３，４２４    ２８，１４６    １４，７２１ 

 

 

前期（平成１６年３月３１日現在）                        （単位：百万円） 

 貸借対照表計上額 時   価 差   額 

(1)子会社株式       ７７５     １，６５７       ８８２ 

(2)関連会社株式    １２，６４９    ２１，７３７     ９，０８７ 

    合    計     １３，４２４    ２３，３９４     ９，９６９ 

 

 

税効果会計関係 

１． 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

当  期        前  期 

（平成17年 3月 31日） （平成16年 3月 31日） 

   繰延税金資産 

    退職給付引当金損金算入限度超過額           ９，６１６      １０，６４２ 

    繰越欠損金                          －       ３，１９４ 

貸倒引当金損金算入限度超過額             ３，６３４       ３，３７１ 

    減損損失                       ２，５９９           － 

    たな卸資産等有税評価減                ２，１３４       ２，０２４ 

    その他                        ７，４５９       ７，１６１ 

   繰延税金資産小計                   ２５，４４４      ２６，３９４ 

   評価性引当額                     △１，５１８           － 

   繰延税金資産合計                   ２３，９２５      ２６，３９４ 

   繰延税金負債 

    その他有価証券評価差額金             △１１，２５８     △１０，２７６ 

   繰延税金負債合計                  △１１，２５８     △１０，２７６ 

   繰延税金資産の純額                  １２，６６７      １６，１１８ 

   

２． 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差額の原因となった主な項目別の内訳 

 

                        当  期        前  期 

   法定実効税率                      ４０．７％       ４２．０％ 

   （調整）                     

    永久に損金に算入されない項目             １６．３        １８．１ 

    永久に益金に算入されない項目             △３．８        △３．９ 

    住民税均等割等                     ４．３         ４．９ 

    評価性引当額による影響等               ２６．６       △１１．２   

                               ８４．１        ４９．９ 
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１株当たり情報 

                                   
当  期 前  期  

（自 平成16年 4月 1 日

 至 平成17年3月31日）

（自 平成15年 4月 1 日

 至 平成16年3月31日）

１株当たり純資産額 

１株当たり当期純利益金額 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額 

８２９．４８円 

     ４．４９円 

当期は潜在株式が存在しな

いため記載していない。 

８２６．６３円 

    １３．１２円 

当期は潜在株式が存在しな

いため記載していない。 

（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

 当  期 

（自 平成16年 4月 1 日

 至 平成17年3月31日）

前  期 

（自 平成15年 4月 1 日

至 平成16年3月31日）

当期純利益（百万円）        ８７６      ２，５０３ 

普通株式に帰属しない金額（百万円）         ４５         ７５ 

（うち利益処分による取締役賞与金）        （４５）        （７５） 

普通株式に係る当期純利益（百万円）        ８３１      ２，４２８ 

普通株式の期中平均株式数（千株）    １８５，１５５    １８５，１６７ 

 

 

建築・土木別 受注、完成、手持工事高 

（単位：百万円） 
当    期 

(自 平成16年 4月 1 日 

  至 平成17年 3月31日） 

前    期 

(自 平成15年 4月 1 日 

  至 平成16年 3月31日） 
増  減       期 別 

 
 区 分 

金 額   ％ 金 額   ％  金 額      ％ 
国内官公庁      21,194    5.4     28,182    7.4 △6,987  △24.8 

国 内 民 間    231,101   59.3    230,096   60.8       1,004     0.4 

海     外      5,254    1.3         19    0.0       5,234    － 
建 築 

（計） (257,550) ( 66.1) (258,298) ( 68.2) (   △747) ( △0.3) 

国内官公庁     83,317   21.4   83,182   22.0         134     0.2 

国 内 民 間       28,780    7.4       26,242    6.9       2,538     9.7 

海     外       19,904    5.1   10,798 2.9       9,106   84.3 
土 木 

（計） (132,002) ( 33.9) (120,223) ( 31.8) (  11,778) (   9.8) 

国内官公庁      104,511   26.8      111,364   29.4     △6,853  △6.2 

国 内 民 間      259,881   66.7      256,338   67.7       3,543     1.4 

 
 

受 

注 

工 

事 

高 

 

合 計 

海     外       25,159    6.5   10,817    2.9      14,341  132.6 

  （計） (389,552) (100.0) (378,521) (100.0) (  11,030) (   2.9) 
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（単位：百万円） 
      期 別 
 
 区 分 

当    期 

(自 平成16年 4月 1 日 

  至 平成17年 3月31日） 

前    期 

(自 平成15年 4月 1 日 

  至 平成16年 3月31日） 
増  減 

国内官公庁       35,826    8.6       50,288   11.6    △14,461  △28.8 

国 内 民 間      247,687   59.2      230,004   53.1      17,682     7.7 
 

建 築 

海     外           22    0.0           21    0.0           1     6.8 

 （計） (283,537) ( 67.8) (280,314) ( 64.8) (   3,222) (   1.1) 

国内官公庁       88,355   21.1       85,942   19.9       2,413     2.8 

国 内 民 間       24,616    5.9       32,882    7.6     △8,266  △25.1 
 

土 木 

海     外       21,684    5.2       33,643    7.8   △11,959  △35.5 

 （計） (134,656) ( 32.2) (152,468) ( 35.2) (△17,812) (△11.7) 

国内官公庁      124,182   29.7      136,230   31.5    △12,048   △8.8 

国 内 民 間      272,304   65.1      262,887   60.7  9,416     3.6 

 
 

完 

成 

工 

事 

高 

 

合 計 

海     外       21,706    5.2       33,665    7.8    △11,958  △35.5 

  （計） (418,193) (100.0) (432,783) (100.0) (△14,590) ( △3.4) 

 

（単位：百万円） 
      期 別 
 
 区 分 

当    期 

(自 平成16年 4月 1 日 

  至 平成17年 3月31日） 

前    期 

(自 平成15年 4月 1 日 

  至 平成16年 3月31日） 
増  減 

国内官公庁       31,213    5.0       45,846    7.0    △14,632  △31.9 

国 内 民 間      233,134   37.0      249,721   37.9    △16,586   △6.6 

海     外        5,235    0.8            4    0.0       5,231    － 
建 築 

（計） (269,584) ( 42.8) (295,571) ( 44.9) (△25,987) ( △8.8) 

国内官公庁 217,036   34.4 222,074   33.7 △5,038   △2.3 

国 内 民 間       85,054   13.5       80,890   12.3      4,163     5.1 
 

土 木 

海     外       58,505    9.3       60,284    9.2     △1,779   △3.0 

 （計） (360,596) ( 57.2) (363,250) ( 55.1) ( △2,653) ( △0.7) 

国内官公庁      248,250   39.4      267,921   40.7    △19,670  △7.3 

国 内 民 間      318,189   50.5      330,612   50.2    △12,422   △3.8 

 
 

手 

持 
工 

事 

高 

 

合 計 

海     外       63,741   10.1   60,288    9.1       3,452     5.7 

  （計） (630,181) (100.0) (658,822) (100.0) (△28,641) ( △4.3) 

        （％欄カッコ内は建築・土木百分比） 
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（主要受注工事） 

発注者（敬称略） 工     事     名 工事場所 

勝 六 再 開 発 ㈱ 勝どき六丁目地区第一種市街地再開発事業施設建築物新築工事 東 京 都 

ＪＦＥ都市開発㈱・三菱

地所㈱・野村不動産㈱ 
（仮称）横浜山の内開発Ｃ街区新築工事（施工） 神奈川県 

東 芝 健 康 保 険 組 合 東芝林間病院新病棟新築工事 神奈川県 

三 菱 地 所 ㈱ （仮称）名古屋錦二丁目計画 愛 知 県 

建 
 
 

築 

ヤ マ ト 運 輸 ㈱ （仮称）西大阪主管支店（ベース）建替工事 兵 庫 県 

関 東 地 方 整 備 局 東京国際空港Ｄ滑走路建設外工事 東 京 都 

横 須 賀 市 下町浄化センター水処理棟主体建設工事 神奈川県 

日 本 道 路 公 団 第二東名高速道路岡部トンネル（その４）工事 静 岡 県 

日 本 原 子 力 発 電 ㈱ 敦賀発電所３，４号機敷地造成他工事（敷地造成工区） 福 井 県 

土 
 
 

木 

香港特別行政区路政署 ストーンカッターズ斜張橋工事 中 国 

 

  （主要完成工事） 

発注者（敬称略） 工     事     名 工事場所 

( 学 )東 北 学 院  学校法人東北学院中学・高等学校新築移転工事 宮 城 県 

柏 市 柏市第二清掃工場建設工事 千 葉 県 

㈱ プ ロ パ ス ト オリゾンマーレ新築工事 東 京 都 

セコムホームライフ㈱ グローリオタワー横浜元町新築工事 神奈川県 

建 
 
 

築 

金 沢 市 石川県金沢食肉流通センター建設工事 石 川 県 

東 北 地 方 整 備 局 胆沢ダム基礎掘削工事 岩 手 県 

北 陸 地 方 整 備 局 氷見第２トンネルその２工事 富 山 県 

日 本 道 路 公 団 東名阪自動車道植田工事 愛 知 県 

岡 山 県 三室川ダム本体建設工事 岡 山 県 

土 
 
 

木 

九 廣 鐵 路 公 司 東部延長線タイワイ駅建設工事（ＴＣＣ４００工区） 中 国 
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役員の異動（平成17年６月29日付予定） 

 

１． 代表者の異動 

   取締役副会長             峯 本   守 （現 代表取締役 兼 執行役員副社長） 

代表取締役 兼 執行役員副社長     廣 田   正 （現 取締役 兼 執行役員副社長） 

 

２． その他の役員の異動 

新任取締役候補 

   取締役      西 川 博 隆  （現 常務執行役員 建築本部副本部長（営業担当）） 

 
 
                                               以 上 

 


